
　　　　　　　　　　　　　　財務諸表に対する注記

１．継続事業の前提に関する注記
　　継続事業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況はありません。

２．重要な会計方針
　（１）有価証券の評価基準及び評価方法
　　　　満期保有目的の債券　：　償却原価法（定額法）によっています。

３．会計方針の変更
　　該当ありません。

４．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
　　基本財産の増減額及びその残高は、次のとおりです。なお特定資産の該当はありません。

（単位：円）
前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財差
　　定期預金 469,070,000 454,000 0 469,524,000
　　投資有価証券 398,897,564 48,795 0 398,946,359
　　　　小計 867,967,564 502,795 0 868,470,359
　　　　合計 867,967,564 502,795 0 868,470,359

５．基本財産及び特定資産の財源等の内訳
　　基本財産の財源等の内訳は、次のとおりです。なお特定資産の該当はありません。

（単位：円）

当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債からの
充当額）

基本財差
　　定期預金 469,524,000 469,524,000 （0） （0）
　　投資有価証券 398,946,359 398,946,359 （0） （0）
　　　　小計 868,470,359 868,470,359 （0） （0）
　　　　合計 868,470,359 868,470,359 （0） （0）

６．担保に供している資産
　　該当ありません。

７．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高
　　該当する固定資産はありません。

８．債務の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高
　　該当ありません。

９．保証債務等の偶発債務
　　該当ありません。

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
　　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりです。

（単位：円）
　　　　　　　　種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益
利付国債（１０年）第335回 99,867,340 102,178,900 2,311,560
利付国債（２０年）第６０回 99,826,630 102,630,000 2,803,370
利付国債（２０年）第６１回 99,702,543 102,230,000 2,527,457
利付国債（２０年）第174回 99,549,846 98,663,200 -886,646
　　　　　　　　　合　　　　　計 398,946,359 405,702,100 6,755,741

１１．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
　  　該当ありません。

１２．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
　　　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりです。

（単位：円）
　　　　　　　　　　　　内容 金額
経常収益への振替額
　　　基本財産受取利息 3,013,859
　　　　　　　　　合　　　　　計 3,013,859

１３．関連当事者との取引の内容
　　　該当する取引はありません。

１４．重要な後発事象
　　　該当ありません。
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